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　�3・11 後の社会運動の全体像を機能分析で
描く―本書の特徴
近年の日本における社会運動の中で 2011 年

の福島第一原子力発電所事故後に発生した反原
発運動は，もっとも大規模なものの一つだっ
た。3 月 11 日（以下 3・11）の東日本大震災に
よって引き起こされた世界でも類を見ない原子
力災害を契機に発生したこの社会運動は，その
後の 2015 年の反安保法制運動など他の社会運
動とつながっていくなど，原子力発電に関する
イシューにとどまらない広範なインパクトを遺
した。3・11 から 10 年以上が経過しようとし
ている中で，3・11 後の社会運動の全体像を描
こうとする研究が蓄積しつつある。例として，
大規模調査票調査によって運動参加者の動態を
明らかにした研究（樋口・松谷編（2020）；
Satoh 2022），3・11 後の社会運動の特質を戦後
日本の社会運動の歴史性の中で読み解こうとす
る研究（木下 2023）などが挙げられる。本書
評で取り上げるベアタ・ボホロディッチ著『連
帯の政治社会学』もまた，これらの一連の研究

群の中に位置づけられる。
3・11 後の社会運動の全体像を描こうとする

研究群の中で，本書の特徴としてまず挙げるべ
きであるのは，反原発運動にかかわるきわめて
多様な団体を網羅的に取り上げていることであ
ろう（本書訳者である小熊英二による解説も参
照）。もっとも 3・11 後の反原発運動を多様な
団体の相互作用のなかで捉えていこうとする試
みが，これまでなかったわけではない。町村・
佐藤編（2016）では反原発運動にかかわる団体
を 対 象 に し た 調 査 票 調 査 を 実 施 し た。
Wiemann（2018）は，反原発運動団体間のネッ
トワークの中からうみ出される社会運動への動
員過程を分析した。Satoh et al.（2020）は，反
原発団体をハブとする団体間ネットワークが大
規模動員を可能にしたことをネットワーク分析
の 手 法 を 用 い て 分 析 し て い る。Cassegård

（2023）は，「素人の乱」の運動スタイルが 3・
11 後に運動空間全体に広がったことを，変革
を起こすアイデア・個人・団体からなるニッチ
が，機会の窓の開放を機に既存レジームを転換
させる状況をトランジション研究の枠組みを用
いながら分析している。

これらの団体に注目した研究と比較した場合
に見えてくる本書の最大の特徴は，「エコシス
テム」という機能概念を用いていることであ
る。前述の研究群が団体群の直接的な関係を
扱っているのに対して，本書では相互作用をか
ならずしも直接的なネットワークに限定しな
い。そうではなく，異なる活動に従事する様々
な団体や個人が全体として 3・11 後の社会運動
の全体を構成し，「反原発」という目標達成の
ために機能して捉える。このような視点を採用
しているため，本書が扱う団体は，「直接行動」，
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「研究と啓発（教育）」，「監視」，「援助」，「法的
支援」，「政策提言」などと，既存の研究よりも
きわめて多岐にわたる。その結果，社会運動を
植物になぞらえた場合，「花」（抗議活動）に目
を向けがちな運動研究において，茎や根の部分
に相当する多様で「地味な」団体が関わり，3・
11 後の運動の全体を構成していることを描き
出している。

このことは，実践的にも大きな意義があると
いえる。評者自身，3・11 後の社会運動に関す
る調査を行ってきたが，しばしば耳にしたの
は，「脱原発に貢献したいけれども，どうした
らよいのか分からない」という市民たちの声
だった。多様なタイプの団体を記述する本書
は，良い意味で，多様な貢献のあり方を「カタ
ログ化」して示してくれており，将来の社会運
動参加者たちが自身の活動を構想するうえで
も，多くのヒントが隠されている。

　各章の要約
ここからはもう少し細かく，各章の内容を見

ていこう。本書の総論に当たるのが序章から第
3 章までである。序章と第 1 章「本書の分析枠
組み」では，「誰が，どのような理由で，どの
ような方法で抗議したのか」という本書の基本
的なガイディング・クエッションが提示され
る。そのうえで，団体に特に注目する本書は，
団体の起源，団体としての役割と目標，組織構
造とメンバー，動員戦略，活動内容，資金，
ネットワークといった要素に注目することが示
される。もっとも本書が最終的に目標とするの
は，各運動団体の記述にとどまらない。3・11
後の反原発運動にかかわった各種の団体の記述
を通じて，原発事故が日本の市民社会や政策に
与えた影響を検討するということが宣言され
る。

本書が依拠する主なデータは，2013 年～

2016 年 に か け て 断 続 的 に 行 わ れ た イ ン タ
ビューと参与観察である。インタビュー対象者
の選定はスノーボール・サンプリングによって
行われた。著者は 40 件以上の半構造化インタ
ビュー，39 の反原発関連のイベント（デモや
集会のほか裁判や原子力規制委員会の会議も含
まれる）への参加を行った。さらに運動参加者
たちが主にインターネット上で公表している大
量の一次資料を参考にした。これらを踏まえ
て，本書では合計 26 団体の事例が記述される。

なお本書は 2018 年にいったんポーランド語
で出版されたが，日本語版の発行に当たって
は，2018 年以降の研究も踏まえて 2022 年に改
訂出版された Routledge 社からの英語版原稿が
もとになっている。

各団体の状況について記述する前段として，
「第 2 章　政治的機会と反原発運動」において，
3・11 以降の日本の政治状況が，政治的機会構
造の観点から検討される。反原発運動が福島第
一原発事故を契機に発生したことは言うまでも
ないが，運動が持続し政策決定に影響を与える
度合いは，政治社会状況の影響を強く受ける。
自民党と民主党の間での政権交代が繰り返され
たこの時期の政治システムの不安定さ，与党内
および与党野党間の権力闘争，民主党内部での
原発政策の一貫性のなさ，政治エリートたちの
中に反原発の立場を持つ人々が現れるように
なったこと，原子力政策を担う政治エリートた
ちへの国民の不信の広がりといった要素が，反
原発運動が広がる「窓」の幅を広げる背景と
なったと著者は論じている。
「第 3 章　福島原発事故以前の反原発運動」

は，3・11 以降の反原発運動を，第二次世界大
戦以降の日本における多様な反原発運動の中で
位置づける役割を果たす章である。日本におい
て反原発運動が広がったことは 3・11 が初めて
ではなく，1950 年代半ばの反核運動，1960 年
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代から 70 年代の原発立地反対運動，チェルノ
ブイリ後の 1980 年代後半には反原発運動が展
開された。3・11 後の反原発運動（「脱原発運
動」）は，これらの先行する運動の基盤の上に
成立した 4 つ目の波の反原発運動として位置づ
けることができる。

第 4 章以降が実質的に各論に当たり，各章ご
とに各機能を担う様々な団体の動向が記述され
る。「第 4 章　福島原発事故後の反原発運動の
展開」「第 5 章　直接行動の団体」では，デモ
をはじめとした抗議行動を行う団体が取り上げ
られる。具体的に紹介されているのは，「首都
圏反原発連合」「さよなら原発 1000 万人アク
ション」「経産省前テントひろば」「原発いらな
い福島の女たち」「TwitNoNukes」「右から考
える脱原発ネットワーク」である。このうち前
者 2 団体に関しては，3・11 後の反原発運動の
大規模動員を支える団体で，コアメンバーたち
の自著や発言を含めて，その動向が比較的広く
知られている。いっぽう，それ以外については
相対的にあまり取り上げられることが少ない中
で，それぞれの中心メンバーに聞き取りがなさ
れていることは特筆すべきである。とりわけ
3・11 後の社会運動において重要な動員ツール
となったツイッター（現Ｘ）を用いて反原発抗
議イベントの情報を拡散するとともに，自ら抗
議 活 動 の 運 営 マ ニ ュ ア ル も 発 行 し た
TwitNoNukes の活動の経緯はこれまであまり
知られてこなかった。またこの運営者が他団体
との人的つながりを作りながら，他の団体の運
営にも参加していった経緯に関する記述から
は，この活動が，ツイッターというオンライン
上だけではなく，対面でのつながりとセットで
成り立っていたことを理解させてくれる。これ
らは聞き取りだからこそ，明らかにできた側面
であろう。
「第 6 章　調査と啓発の団体」に登場するの

は，「原子力資料情報室」「たんぽぽ舎」であ
る。原発事故によって，原発の危険性を伝えて
こなかった公的機関や主要メディアに対する信
頼が失われる中で，これらの団体は原発に関す
る独自の情報を集め発信を行ってきた。それは
反原発運動の主張に正当性を与えることにも寄
与していた。さらに，原子力情報資料室のメン
バーが東京電力福島原子力発電所事故調査委員
会（国会事故調）の業務支援に代表されるよう
に，3・11 後の原子力政策の検証にも直接的に
かかわっていたことが記述されている。

第 6 章に登場する団体が調査・研究・啓発に
重点を置いているのに対して，「第 7 章　政策
提言団体」に登場する団体（「原子力市民委員
会」「e シフト」）の活動は，政策形成と政策提
言に特化したものとなっている。政策形成に特
に強く影響した活動として，パブリックコメン
トの提出支援が挙げられる。e シフトが作成し
た意見書の書き方に関する冊子は市民たちの間
で広く参照され，脱原発を求める大量のパブ
リックコメントの提出につながった。これは民
主党政権の 2030 年代の脱原発を目指す「革新
的エネルギー・環境戦略」の決定の根拠の一つ
になった。
「第 8 章　支援団体」では二つの団体が取り

上げられている。一つ目の「ハッピープロジェ
クト」は，放射能汚染や家族の健康に関する情
報交換のプラットフォームとして当初設立さ
れ，原発避難者たちの健康相談や支援活動に活
動を広げていった団体である。二つ目の「被ば
く労働を考えるネットワーク」は，原子力施設
で働く労働者たちの放射能被ばくの問題を取り
上げ，労働者たちの支援を行う団体である。後
者の団体は，3・11 以前からこの分野で活動し
ていた様々な市民団体がネットワークとなるこ
とで設立された経緯が詳述されている。
「第 9 章　監視団体」では，原子力規制委員
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会の活動を監視する「原子力規制を監視する市
民の会」と，原発事故子ども・被災者支援法の
施行状況を監視する「原発事故子ども・被災者
支援法市民会議」が取り上げられる。これらの
団体は国レベルでの影響力は限られる一方，地
方レベルでは比較的大きな効果を発揮している
と述べられている。続けて，「第 10 章　法律関
係活動」では，原発に関する各種の訴訟にかか
わる団体が取り上げられている。具体的には，
原発の運転の差し止め，福島第一原発事故を起
こした東京電力や原子力メーカーに対する損害
賠償，そして放射能汚染による「ふるさと」損
失への「生業（なりわい）訴訟」などが含まれ
る。「第 11 章　その他の団体」では，ここまで
取り上げられた類型に収まりきらない多様な団
体が取り上げられている。脱原発や再生可能エ
ネルギーへの転換を支持する議員を選挙で支援
する「緑茶会」，エネルギー転換を目指す地方
議員たちの連合である「反原発自治体議員連
盟」，各種の国際環境 NGO，反原発運動のエコ
システムにおいて主要な資金源となっている

「高木仁三郎市民科学基金」，民間企業で反原発
運動を支援している「ロフトプロジェクト」な
どである。

以上の各論を受けて，結語と議論に相当する
のが「第 12 章　国家と市民社会の関係」と

「結論」である。第 12 章では，国家が市民社会
を統制するために用いる手段として，警察権力
の投入や訴訟などによる「強制」，補助金など
による「誘導」，複雑な行政的運用や情報統制
による「ハードな社会統制」，および広報活動
などを通じた「ソフトな社会統制」に整理した
ダニエル・アルドリッチ（2012）の枠組みを援
用し，日本の反原発運動に対して行われた様々
な国家による統制の形態が記述される。これに
関して，本書で採用されているエコシステムと
の関連で特に重要な指摘は，市民社会のエコシ

ステムにかかわる主体が膨大にあり，メンバー，
構造，行動内容が多様になるほど，国家が予測
を立てることは困難になり，統制が困難になる
というものである（318 頁）。

3・11 後の反原発運動は，3・11 以前から存
在する団体とそれ以降に設立された団体や個人
が有機的に結び付きあいながら展開されてき
た。このように多様な形で展開された運動の効
果は，これに対応させる形で，重層的に捉えら
れるべきでものである。本書は，（1）民主党政
権における原子力政策の見直し，（2）直接行動
という手段と正当性の認知の広がり，（3）迅速
な抗議運動メカニズムの確立，（4）原子力に関
するオルタナティブな研究や情報提供をする団
体や個人の広がり，（5）原子力発電に関する司
法消極主義かからの変化の兆しなどの数々の成
果を挙げている。

　本書の成果と残された課題
以上の要約からも明らかなように，本書の成

果はその網羅性にある。扱っている団体は極め
て広範囲にわたり，3・11 に伴って行われた多
様な社会運動の形を知ることができる。それに
より，3・11 後の社会運動がもたらした重層的
な効果を，団体の活動によって跡づける形で実
証的に示している。そのことは，「反原発運動
は盛り上がったかもしれないけれども，結局な
にも変わらない」というニヒリズムへの冷静な
反論にもなっている。それに加えて，本書は，
関連する近年の研究成果も貪欲にその記述の中
に取り込んでおり，3・11 後の社会運動研究の
集大成としての性格ももっている。今後 3・11
後の社会運動について研究しようとするなら
ば，まず先に読むべき書籍の一つとして位置づ
けられるようになるだろう。

ただし，どのような研究もそうであるよう
に，本書に課題がないわけではない。本書評の
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終わりに簡潔に二点指摘したい。第一に，その
機能的視点の不徹底さである。本書で扱う「エ
コシステム」は実質的に「脱原発」を目指す団
体としての目標の有無（＝意図）が範囲となっ
ている。しかし「機能」という概念を採用する
ことの利点は，むしろその意図とは異なるもの
を含めることができることではなかっただろう
か。実際，団体の目標には脱原発を定めていな
かったり，敢えてそこからは距離を置くが，反
原発運動を機能構成するという団体の存在が
3・11 後の運動エコシステムにはあったのでは
ないだろうか。例として放射能の測定団体の多
くは脱原発というメッセージは発しないもの
の，原発に関する「調査」の機能を有している
ように思われる。これらの「意図」や「目的」
の外側にある団体も含めてエコシステムとして
検討することも可能だったのではないだろう
か。

第二に，本書の論述は各団体の記述に焦点が
当てられている分，分析的とは言えない点であ
る。たとえば，本書でも取り上げられている民
主党政権時のエネルギー政策過程におけるパブ
コメの大量送付が可能になったのはなぜか

4 4 4

を問
う場合，e シフトの活動のみを追うのでは不十
分であり，e シフトと他の団体が運動の外延の
広がりにそれぞれ果たした異なる役割（あるい
は機能と読み替えてもよいだろう）を追う必要
があるだろう。

もっともこれらの課題を，一つの研究書に求
めることは過大であるといえよう。ある記述の
スタイルを採用することは，同時に別の記述の
スタイルを放棄することと同義である。ここで
挙げられている課題は，むしろ後続の研究者に

とっての課題であり，本書はそのための重要な
礎石となるだろう。

（ベアタ・ボホロディッチ著／小熊英二，木下
ちがや訳・解説『連帯の政治社会学―3.11 後
の反原発運動と市民社会』明石書店，2024 年 5
月，373 頁，定価：本体 3,500 円＋税）

（さとう・けいいち　一橋大学大学院社会学研究科

准教授）
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